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モニタリング期間を決定する際特に留意すべき事項  
 

当該期間はあくまで利用するサービス等に応じて設定した標準期間であることを踏ま

え、一律に標準期間に沿って設定するのではなく、アセスメントにより勘案すべき事項の

状況を把握した相談支援専門員の提案等も十分に踏まえながら期間を設定する。さらに、

標準期間において示した状態像以外であっても、例えば本人の特性、生活環境、家庭環境

等などにより、以下のような状態像となっている利用者の場合、頻回なモニタリングを行

うことで、より効果的に支援の質を高めることにつながると考えられるため、標準よりも

短い期間で設定することが望ましい。  
 
（具体例） 
・生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である  
 者 
・利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者  
・その他障害福祉サービス等を安定的に利用することに課題のある者  
・障害福祉サービス等と医療機関等との連携が必要な者  
・複数の障害福祉サービス等を利用している者  
・家族や地域住民等との関係が不安定な者  
・進行性の障害の状態にあり、病状等の急速な変化が見込まれる者  
 

下記に掲げる者は、上記の状況に該当する場合が多いと考えられるため、モニタリング

期間の設定に当たっては、特に留意して検討すること。 
 

・単身者（単身生活を開始した者、開始しようとする者）  
・複合的な課題を抱えた世帯に属する者  
・医療観察法対象者  
・犯罪をした者等（矯正施設退所者、起訴猶予又は執行猶予となった者等）  
・医療的ケア児  
・強度行動障害児者  
・被虐待者又は、その恐れのある者（養護者の障害理解の不足、介護疲れが見られる、養 

護者自身が支援を要する者、キーパーソンの不在や体調不良、死亡等の変化等） 
 
 モニタリング頻度は、モニタリング結果の検証等を行う等により必要に応じて見直しを

行うこと。 
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